
地方税に係る理由附記について 

 資料３  



地方税における行政手続法の適用関係①（現行）

行政手続法の規定
行政手続法の
適用関係

行政手続条例等の
一般的な適用関係

地方税における具体例

行政手続法上の適用除外
（行手法3条）

・地方税の犯則に関する法令に基づいて
行われる処分及び行政指導（行手法3①
六）

・質問検査権の行使等、情報の収集を直
接の目的としてされる処分及び行政指導
（同十四）

・不服申立てにおける処分及び行政指導
（同十五・十六）

申請に対する処分
（行手法2章（5条～11条））

○適用除外
（行手法3条③）

○適用除外（税条例において規定）

・更正の請求、徴収猶予の申請 等

不利益処分
（行手法3章（12条～31条））

・更正、決定、徴収猶予の取消し 等

行政指導
（行手法4章（32条～36条））

○原則適用

○次の規定を適用除外（税条例におい
て規定）

 行政指導に係る書面の交付
（行手法35②）

 複数の者を対象とする行政指
導（行手法36）

・修正申告の勧奨、記帳指導、納付の勧
奨 等

届出
（行手法5章（37条））

○原則適用 ・納税義務者による申告書の提出 等

※ 各地方公共団体においては、行政手続法第3条第3項により適用除外とされた処分等に関する手続について、行政手続法の規定の趣旨にのっとり、
行政運営における公正の確保と透明性の向上を図るため必要な措置を講ずるよう努めなければならない（行手法46）こととされている。

【地方団体が行う処分等】

地方公共団体の機
関がする処分（その
根拠となる規定が
条例又は規則に置
かれているもの）等
については、一般
的に各地方公共団
体が定める行政手
続条例等が適用さ
れている。
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地方税における行政手続法の適用関係②（現行）

行政手続法の規定 行政手続法の適用関係 地方税における具体例

行政手続法上の適用除外
（行手法3条）

・地方税の犯則に関する法令に基づいて行われる
処分及び行政指導（行手法3①六）

・質問検査権の行使等、情報の収集を直接の目
的としてされる処分及び行政指導（同十四）

・不服申立てにおける処分及び行政指導（同十
五・十六）

申請に対する処分
（行手法2章（5条～11条））

○適用除外（地方税法18条の4
①）

・軽油引取税に係る元売業者の指定 等

不利益処分
（行手法3章（12条～31条））

・軽油引取税に係る元売業者の指定の取り消し
等

行政指導
（行手法4章（32条～36条））

○原則適用

○次の規定を適用除外（地方税
法18条の4②）

 行政指導に係る書面の交
付（行手法35②）

 複数の者を対象とする行
政指導（行手法36）

・軽油引取税に係る元売業者の指定等に際して
行われる行政指導 等

届出
（行手法5章（37条））

○原則適用 ・固定資産税に係る大臣配分資産の申告

【総務大臣が行う処分等】
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（地方公共団体の措置）

第四十六条 地方公共団体は、第三条第三項において第二章から前章までの規定を適用しないこととされた処分、行政
指導及び届出並びに命令等を定める行為に関する手続について、この法律の規定の趣旨にのっとり、行政運営にお
ける公正の確保と透明性の向上を図るため必要な措置を講ずるよう努めなければならない。

行政手続法の適用関係に関する条文

地方税法（抄）

（地方税の賦課徴収に関する規定の形式）

第三条 地方団体は、その地方税の税目、課税客体、課税標準、税率その他賦課徴収について定をするには、当該地

方団体の条例によらなければならない。
２ 地方団体の長は、前項の条例の実施のための手続その他その施行について必要な事項を規則で定めることができ

る。

行政手続法（抄）

（適用除外）

第三条 略

２ 略
３ 第一項各号及び前項各号に掲げるもののほか、地方公共団体の機関がする処分（その根拠となる規定が条例又は規
則に置かれているものに限る。）及び行政指導、地方公共団体の機関に対する届出（前条第七号の通知の根拠となる
規定が条例又は規則に置かれているものに限る。）並びに地方公共団体の機関が命令等を定める行為については、次
章から第六章までの規定は、適用しない。
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（単位：件）

根拠規定 件数

賦課決定 法151、法319、法364 等 約2億1,800万件 （※１）

加算金の賦課決定

過少申告加算金 法72の46①、法144の47① 等 15,125

不申告加算金 法72の46②、法144の47② 等 12,559 （※２）

重加算金 法72の47、法144の48 等 60,043

徴
収

法68、法167 等 219,225 （※３）

（注）　平成２０年度の計数。調査により把握している項目のみ計上している。

（※１）地方税については、全体の課税件数のうち、９割以上が賦課課税されている。

（※２）「加算金の賦課決定」は、法人事業税、ゴルフ場利用税、軽油引取税、自動車取得税、道府県たばこ税、

　　　　道府県民税（利子割、配当割、株式等譲渡所得割）及び道府県法定外普通税の合計。

（※３）「差押」は、道府県税（個人の道府県民税を除く）の合計。

課
税

不
利
益
処
分

処分

差押え

地方税の主な不利益処分の件数
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（個人の市町村民税の普通徴収の手続）

第三百十九条の二 個人の市町村民税を普通徴収の方法によつて徴収しようとする場合において納税者に交付する納

税通知書には、所得割額及び均等割額の合算額から第三百二十一条の四第一項の給与所得に係る特別徴収税額
（二以上の特別徴収義務者に徴収させている場合においては、その合計額とする。次項において同じ。）並びに第三
百二十一条の七の四第一項の年金所得に係る特別徴収税額及び第三百二十一条の七の八第一項の年金所得に係
る仮特別徴収税額の合算額を控除した額並びにこれらの算定の基礎を記載しなければならない。

２及び３ 略

納税通知書等に関する条文（地方税法）

（固定資産税の徴収の方法等）

第三百六十四条 固定資産税の徴収については、普通徴収の方法によらなければならない。

２ 固定資産税を徴収しようとする場合において納税者に交付する納税通知書に記載すべき課税標準額は、土地、家
屋及び償却資産の価額並びにこれらの合計額とする。

３ 市町村は、土地又は家屋に対して課する固定資産税を徴収しようとする場合においては、総務省令で定めるところに
よつて、次の各号に掲げる固定資産税の区分に応じ、当該各号に定める事項を記載した文書（以下「課税明細書」と
いう。）を当該納税者に交付しなければならない。
一 土地に対して課する固定資産税 当該土地について土地課税台帳等に登録された所在、地番、地目、地積及び
当該年度の固定資産税に係る価格

二 家屋に対して課する固定資産税 当該家屋について家屋課税台帳等に登録された所在、家屋番号、種類、構造、
床面積及び当該年度の固定資産税に係る価格

４～10 略

（用語）

第一条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
一～五 略

六 納税通知書 納税者が納付すべき地方税について、その賦課の根拠となつた法律及び当該地方団体の条例の
規定、納税者の住所及び氏名、課税標準額、税率、税額、納期、各納期における納付額、納付の場所並びに納期
限までに税金を納付しなかつた場合において執られるべき措置及び賦課に不服がある場合における救済 の方法を
記載した文書で当該地方団体が作成するものをいう。

七～十四 略
２～４ 略
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「 盟税の主な不利益処分の件数� E 
(単位:伶〉

処分 緩拠規定

加算税の紙課決定 滋32([喝、� 33③

過少・無事会加算税 滋65(j)、 66(j)
諜 不納付加算税 通67(j)

税 重加算税 遜6S(j)

税額等の獲jE.決定 滋24、25、26
不

青色申告の承認の取i隠し 所150命、泌� 127①� 

1ミi
ト山ー

督促
剛同開聞・・圃・・a幽幽・・臨剥剛欄剛惨温剛幽幽・，--・圃匡・・・・・刷刷刷剛崎潤刷幽岨

通37

益 総税の苦言総 滋3告

処
充当 通57

差押え 徴47①
分 者室

換綴代金等の絞当 徴133

収 交付要求(参加釜努5t) 徴82ぐり
公売公をき 徽95①

繰よ翁求 遜38①

言露…次納税義務者iこ対する告知 徴32命

総給・物毒告の許可の取j滋し 穏3頃語、� 48②③

処対� E事 納税の猶予の不許湾 汲47②
す繍

分i>Iこ� llli毒事・物納の不許可 相39②、� 42③
」

〈主主〉王手成20事務総長をの計数。ただし、将絞殺については平成1君事務年肢の計数。

件数� 

325.203 

325.154 

57.814 

12.136 

1(，58925528752) 

243.705 

164，445 

容3，437 

54，462 

30.574 

2.776 

586 

180 

171 

789 

111 

〈※1)� 

※2) 

※3) 

※4) 

(※1)f秘書事税の賦課決定JI立、所得税、法人税、幸塁走完税、贈与税及び消費税の合計eなお、申告普所得税については人員ベースの計数(重
加害事宅誌と滋少串告加算税の草案喜裂があった場合には、箆加算税分についてのみ1件としてカウント)、棺鋭意延・総llf.税については紹続人
・受勝経ベ}ス、法人税及び泌警警税については緩ペ件数ベ…スの計数(]重加算税と過少議後初算税の隊線があった事場合には、それぞ
れ1件としてカウント)である。� 

(※2) r税額等の正・決定jは、所得税(着綴告と総く実地帯有資〉、法人税(災地鱗査)、守護憲芝税及び婚与宅誌の合計で、一線減額受:iE'a:"i吉む。� 
(※3)俗入{罫8>:&び法人� (5苦.4鈴〉の合計だが、主長人については2務遂議誌でき接申告であるなど、ほとんと:Ill課税務獲に3毒づかない取締しa 

(※4) r納税の総予の不静可対立、サンプル籍軍査に2毒づく総計値。� 

-4  … 
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条例等に基づく地方公共団体の処分等が 
行政手続法の適用除外とされている趣旨 

「逐条解説 行政手続法」（総務省行政管理局） 

第３条第３項の解説部分より抜粋 

（趣旨） 

 本条第３項は、地方公共団体の機関が行う処分等のうち、法律の規定に基づいて行うものについては本

法を適用することになるが、その他の処分等については、地方自治への配慮の観点から、本法に定める

手続を適用することを避け、地方公共団体において本法の趣旨にのっとり必要な措置を講ずるよう努める

（第４６条）こととしたものである。 
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